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(57)【要約】
【課題】自動食器洗浄機内を充分に殺菌でき、低臭気で
、かつ、製造コストを抑えた固形洗浄剤及び上記固形洗
浄剤を容易に製造できる固形洗浄剤の製造方法を提供す
ること。
【解決手段】固形状の洗浄成分と、上記洗浄成分の表面
上に分散された活性塩素剤とを含む固形洗浄剤であって
、上記洗浄成分は、洗浄する際に水と接触する一表面を
有し、上記活性塩素剤は、上記一表面上に分散されてい
ることを特徴とする固形洗浄剤。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
固形状の洗浄成分と、前記洗浄成分の表面上に分散された活性塩素剤とを含む固形洗浄剤
であって、
前記洗浄成分は、洗浄する際に水と接触する一表面を有し、
前記活性塩素剤は、前記一表面上に分散されていることを特徴とする固形洗浄剤。
【請求項２】
前記活性塩素剤の含有量は、０．１～５．０重量％である請求項１に記載の固形洗浄剤。
【請求項３】
前記洗浄成分は、アルカリ金属水酸化物、炭酸塩、ケイ酸塩及びキレート剤からなる群か
ら選択された少なくとも一種である請求項１又は２に記載の固形洗浄剤。
【請求項４】
前記アルカリ金属水酸化物は、水酸化ナトリウム、水酸化カリウムからなる群から選択さ
れた少なくとも一種である請求項３に記載の固形洗浄剤。
【請求項５】
前記炭酸塩は、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、炭酸水素ナトリウム、炭酸水素カリウム
からなる群から選択された少なくとも一種である請求項３に記載の固形洗浄剤。
【請求項６】
前記ケイ酸塩は、ケイ酸ナトリウム、ケイ酸カリウムからなる群から選択された少なくと
も一種である請求項３に記載の固形洗浄剤。
【請求項７】
前記活性塩素剤は、塩素化シアヌール酸ソーダ、次亜塩素酸塩からなる群から選択された
少なくとも一種である請求項１～６のいずれかに記載の固形洗浄剤。
【請求項８】
前記活性塩素剤は、前記一表面上に固定されている請求項１～７のいずれかに記載の固形
洗浄剤。
【請求項９】
水及び洗浄成分を含む水溶液を調製する調製工程と、
前記水溶液を型に充填する充填工程と、
前記型と接触していない前記水溶液の一表面上に、活性塩素剤を分散させる分散工程と、
前記活性塩素剤が分散した前記水溶液を固化させて固形洗浄剤を作製する固化工程とを含
むことを特徴とする固形洗浄剤の製造方法。
【請求項１０】
前記分散工程後に、さらに前記活性塩素剤を前記水溶液に押し付ける押付工程を含む請求
項９に記載の固形洗浄剤の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、固形洗浄剤及び固形洗浄剤の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
近年、人手不足、衛生管理等の観点から、ホテル又はレストラン等においては、自動食器
洗浄機が用いられている。従来、このような自動食器洗浄機において使用される洗浄剤で
は、アルカリ剤等の洗浄成分の他に、活性塩素剤が含まれている。活性塩素剤は、食器な
どに蓄積されて強固な汚れになる茶渋、コーヒーなどを除去する効果、また、微生物を殺
すなどの殺菌効果があるとして期待されている。
【０００３】
洗浄剤の製造工程では、高温及び高濃度のアルカリ剤の水溶液に活性塩素剤を配合した場
合、活性塩素剤が比較的短時間のうちに分解・消失することにより、洗浄剤としての性能
が低下するという問題がある。
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【０００４】
活性塩素剤の分解を防止するため、例えば、特許文献１では、図２に示すように、洗浄成
分２１を注入した型２４の中央に、活性塩素剤を含む円形プラグ２２が洗浄成分２１の深
さにわたって延びている洗浄剤が開示されている。活性塩素剤を含むプラグ２２は、洗浄
成分又は活性塩素剤と反応しない天然ワックス、合成ワックス、リン酸エステル等によっ
て被包されているため、活性塩素剤の分解を抑制することができる。
【０００５】
また、特許文献２では、図３に示すように、型３４に注入した洗浄成分３１に、カプセル
化された活性塩素剤３２が均一に分散された洗浄剤が開示されている。カプセル化された
活性塩素剤３２は、活性塩素剤と安定な不活性コーティング物質で活性塩素剤が被覆され
ているため、活性塩素剤の分解を抑制することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特公昭５９－００４４８０号公報
【特許文献２】特表平０４－５０４２７１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
自動食器洗浄機内は、菌の栄養源となる汚れが豊富に存在する上、菌の繁殖に欠かせない
適度な温度、湿度が保たれている。そのため、長期にわたって自動食器洗浄機を使用する
場合は、自動食器洗浄機内で繁殖した菌が食器等に付着するなど、洗浄面、衛生面におい
て問題が生じる。そこで、食器等だけでなく、自動食器洗浄機内も洗浄、殺菌することが
できる洗浄剤が求められている。
【０００８】
特許文献１に記載の洗浄剤では、洗浄時に洗浄成分及びプラグの露出表面に水が吹き付け
られると、洗浄成分と活性塩素剤とが溶解する。また、特許文献２に記載の洗浄剤でも同
様に、洗浄時に洗浄成分及びカプセル化された活性塩素剤に水が吹き付けられると、洗浄
成分と活性塩素剤とが溶解する。このように、洗浄毎に活性塩素剤が溶解して自動食器洗
浄機内に供給され続ける洗浄剤では、洗浄中は常に塩素臭が発生するため、人体に悪影響
を与える場合があった。また、特許文献１及び２に記載の洗浄剤では、活性塩素剤を被包
する必要があるため、製造工程が複雑になり製造コストが高くなるという問題があった。
【０００９】
本発明は、このような問題を解決するためになされたものであり、自動食器洗浄機内を充
分に殺菌でき、低臭気で、かつ、製造コストを抑えた固形洗浄剤及び上記固形洗浄剤を容
易に製造できる固形洗浄剤の製造方法を提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
上記目的を達成するため、本発明の固形洗浄剤は、固形状の洗浄成分と、上記洗浄成分の
表面上に分散された活性塩素剤とを含む固形洗浄剤であって、上記洗浄成分は、洗浄する
際に水と接触する一表面を有し、上記活性塩素剤は、上記一表面上に分散されていること
を特徴とする。
【００１１】
本発明の固形洗浄剤では、洗浄成分が洗浄する際に水と接触する一表面を有し、活性塩素
剤は、上記一表面上に分散されている。そのため、洗浄を開始した際、まずは活性塩素剤
が分散された洗浄成分の表面に水が吹き付けられ、洗浄成分と活性塩素剤とを含む洗浄剤
溶液が自動食器洗浄機内に流れる。その結果、自動食器洗浄機内を充分に殺菌できる。
また、活性塩素剤を含む洗浄剤溶液は、洗浄開始直後のみ自動食器洗浄機内に供給される
。その結果、洗浄中に発生する塩素臭を低減することができる。
さらに、活性塩素剤は上記一表面上に分散されているため、洗浄を開始するまで活性塩素
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剤がほとんど分解しない。そのため、活性塩素剤を被包する必要がなく、製造コストを抑
えることができる。
【００１２】
本発明の固形洗浄剤では、上記活性塩素剤の含有量は、０．１～５．０重量％であること
が望ましい。
上記活性塩素剤の含有量が０．１～５．０重量％であると、効率的な活性塩素剤の量で、
自動食器洗浄機内を充分に殺菌できる。
上記活性塩素剤の含有量が０．１重量％未満であると、活性塩素剤の量が少なすぎて、自
動食器洗浄機内を充分に殺菌できない場合がある。
上記活性塩素剤の含有量が５．０重量％を超えると、活性塩素剤の量が多すぎて、コスト
が高くなる場合がある。
【００１３】
本発明の固形洗浄剤では、上記洗浄成分は、アルカリ金属水酸化物、炭酸塩、ケイ酸塩及
びキレート剤からなる群から選択された少なくとも一種であることが望ましい。
上記洗浄成分がアルカリ金属水酸化物、炭酸塩、ケイ酸塩及びキレート剤からなる群から
選択された少なくとも一種であると、充分な洗浄力が得られる。
【００１４】
本発明の固形洗浄剤では、上記アルカリ金属水酸化物は、水酸化ナトリウム、水酸化カリ
ウムからなる群から選択された少なくとも一種であることが望ましい。
本発明の固形洗浄剤では、上記炭酸塩は、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、炭酸水素ナト
リウム、炭酸水素カリウムからなる群から選択された少なくとも一種であることが望まし
い。
本発明の固形洗浄剤では、上記ケイ酸塩は、ケイ酸ナトリウム、ケイ酸カリウムからなる
群から選択された少なくとも一種であることが望ましい。
洗浄成分が上記物質からなると、より充分な洗浄力が得られる。
【００１５】
本発明の固形洗浄剤では、上記活性塩素剤は、塩素化シアヌール酸ソーダ、次亜塩素酸塩
からなる群から選択された少なくとも一種であることが望ましい。
上記活性塩素剤により、自動食器洗浄機内をより充分に殺菌できる。
【００１６】
本発明の固形洗浄剤では、上記活性塩素剤は、上記一表面上に固定されていることが望ま
しい。
一般に、自動食器洗浄機の洗浄剤としては、使いやすさの観点からカートリッジ型の洗浄
剤が用いられている。これらのカートリッジ型の洗浄剤は、容器の開口部が下になるよう
に自動食器洗浄機にセットし、上記開口部から水を吹き付けて、洗浄剤を逐次的に溶解さ
せるというものである。
上記活性塩素剤が上記一表面上に固定されていると、カートリッジ型の洗浄剤として使用
する際に、上記洗浄成分の上記活性塩素剤が分散している表面を下に向けて自動食器洗浄
機にセットしたとしても、上記活性塩素剤が取れ落ちることがない。その結果、高濃度の
活性塩素剤が自動食器洗浄機内に流れ、自動食器洗浄機内を充分に殺菌できる。
【００１７】
本発明の固形洗浄剤の製造方法では、水及び洗浄成分を含む水溶液を調製する調製工程と
、上記水溶液を型に充填する充填工程と、上記型と接触していない上記水溶液の一表面上
に、活性塩素剤を分散させる分散工程と、上記活性塩素剤が分散した上記水溶液を固化さ
せて固形洗浄剤を作製する固化工程とを含むことを特徴とする。
【００１８】
本発明の固形洗浄剤の製造方法では、上記型と接触していない上記水溶液の一表面上に、
活性塩素剤を分散させる分散工程を含む。活性塩素剤を上記水溶液の一表面上に分散させ
ると、活性塩素剤がほとんど分解しない。そのため、活性塩素剤を被包する必要がなく、
固形洗浄剤を容易に製造することができる。
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また、上記分散工程を含むことにより、活性塩素剤が洗浄成分の一表面上に分散された固
形洗浄剤が得られる。このような固形洗浄剤において、活性塩素剤が分散された上記一表
面に水を吹き付けると、洗浄成分と活性塩素剤とが溶解して自動食器洗浄機内に流れ、自
動食器洗浄機内を充分に殺菌できる。さらに、このような固形洗浄剤では、活性塩素剤を
含む洗浄剤溶液は洗浄開始直後のみ自動食器洗浄機内に供給されるので、洗浄中に発生す
る塩素臭を低減することができる。
【００１９】
本発明の固形洗浄剤の製造方法では、上記分散工程後に、さらに上記活性塩素剤を上記水
溶液に押し付ける押付工程を含むことが望ましい。
上記分散工程後に、さらに上記活性塩素剤を上記水溶液に押し付ける押付工程を含むと、
活性塩素剤が洗浄成分にしっかりと固定された固形洗浄剤が得られる。
活性塩素剤が洗浄成分にしっかりと固定された固形洗浄剤をカートリッジ型の洗浄剤とし
て使用すると、上記洗浄成分の上記活性塩素剤が分散している表面を下に向けて自動食器
洗浄機にセットしたとしても、上記活性塩素剤が取れ落ちることがない。
【発明の効果】
【００２０】
本発明の固形洗浄剤では、自動食器洗浄機内を充分に殺菌でき、低臭気で、かつ、製造コ
ストを抑えることができる。また、本発明の固形洗浄剤の製造方法では、本発明の固形洗
浄剤を容易に製造することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】図１（ａ）は、本発明の第一実施形態に係る固形洗浄剤の一例を模式的に示す斜
視図である。図１（ｂ）は、図１（ａ）に示す固形洗浄剤を容器に収容したカートリッジ
型の固形洗浄剤の一例を模式的に示す斜視図である。
【図２】図２は、従来の固形洗浄剤の一例を模式的に示す斜視図である。
【図３】図３は、従来の固形洗浄剤の一例を模式的に示す斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
以下、本発明の実施形態について具体的に説明する。しかしながら、本発明は、以下の実
施形態に限定されるものではなく、本発明の要旨を変更しない範囲において適宜変更して
適用することができる。
【００２３】
（第一実施形態）
以下、本発明の固形洗浄剤及び固形洗浄剤の製造方法の一実施形態である第一実施形態に
ついて説明する。
【００２４】
まず、本発明の第一実施形態に係る固形洗浄剤について説明する。
本発明の第一実施形態に係る固形洗浄剤は、固形状の洗浄成分と、上記洗浄成分の表面上
に分散された活性塩素剤とを含む固形洗浄剤であって、上記洗浄成分は、洗浄する際に水
と接触する一表面を有し、上記活性塩素剤は、上記一表面上に分散されていることを特徴
とする。
【００２５】
図１（ａ）は、本発明の第一実施形態に係る固形洗浄剤の一例を模式的に示す斜視図であ
る。図１（ｂ）は、図１（ａ）に示す固形洗浄剤を容器に収容したカートリッジ型の固形
洗浄剤の一例を模式的に示す斜視図である。
図１（ａ）に示したように、本実施形態に係る固形洗浄剤１０は、固形状の洗浄成分１１
と、洗浄成分１１の表面上に分散された粉末状の活性塩素剤１２とから構成されている。
洗浄成分１１は、洗浄する際に水と接触する一表面１３を有し、粉末状の活性塩素剤１２
は、一表面１３上に分散されている。さらに、活性塩素剤１２は、一表面１３上に固定さ
れていることが望ましい。
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【００２６】
図１（ｂ）に示したように、本実施形態に係る固形洗浄剤１０を容器１４内に収容し、カ
ートリッジ型の固形洗浄剤として用いてもよい。容器１４は、開口部１５を備える。固形
洗浄剤１０は、開口部１５を備える側に、粉末状の活性塩素剤１２が分散された洗浄成分
１１の一表面１３が面するように配置されている。そして、容器１４は開口部１５が下に
なるように供給機１７にセットされる。
使用時には、噴霧器１６から噴霧された水が洗浄成分１１の一表面１３上に吹き付けられ
、固形洗浄剤１０を溶かす。そして、固形洗浄剤１０が溶けた水が自動食器洗浄機の洗浄
タンク内へ流れる。
【００２７】
洗浄成分１１は、アルカリ金属水酸化物、炭酸塩、ケイ酸塩及びキレート剤からなる群か
ら選択された少なくとも一種であることが望ましい。
具体的には、アルカリ金属水酸化物としては水酸化ナトリウム、水酸化カリウム等、炭酸
塩としては炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、炭酸水素ナトリウム、炭酸水素カリウム等、
ケイ酸塩としてはケイ酸ナトリウム、無水メタケイ酸ソーダ、オルソケイ酸ソーダ、ケイ
酸カリウム等、キレート剤としてはエチレンジアミンテトラ酢酸（ＥＤＴＡ）、ヒドロキ
シエチルエチレンジアミントリ酢酸（ＨＥＤＴＡ）、ニトリロトリ酢酸（ＮＴＡ）、ニト
リロトリ酢酸三ナトリウム（ＮＴＡ－３Ｎａ）、ジエチレントリアミンペンタ酢酸（ＤＴ
ＰＡ）、ポリアクリル酸、ポリアクリル酸塩等が挙げられる。その中でも特に、アルカリ
金属水酸化物である水酸化ナトリウム、又は、キレート剤であるニトリロトリ酢酸三ナト
リウム（ＮＴＡ－３Ｎａ）であることがより望ましい。
【００２８】
活性塩素剤１２は、塩素化シアヌール酸ソーダ、次亜塩素酸塩からなる群から選択された
少なくとも一種であることが望ましく、塩素化シアヌール酸ソーダであることがより望ま
しい。
【００２９】
上記活性塩素剤の含有量は、０．１～５．０重量％であることが望ましく、０．１～１．
０重量％であることがより望ましい。
【００３０】
本実施形態に係る固形洗浄剤１０は、上記成分のほか、固形洗浄剤の殺菌力、安定性に支
障のない範囲で他の任意成分を配合することができる。任意成分としては、例えば、無機
塩類、界面活性剤等が挙げられる。
【００３１】
無機塩類としては、例えば、硫酸ナトリウム、芒硝（硫酸ナトリウム・１０水和物）、硫
酸カリウム等が挙げられる。界面活性剤としては特に限定されないが、低発泡性の非イオ
ン系界面活性剤が望ましい。非イオン系界面活性剤としては、例えば、ポリオキシエチレ
ンポリオキシプロピレンアルキルエーテル、ポリオキシエチレンポリオキシプロピレンブ
ロック共重合体、エチレンジアミンのポリオキシエチレンポリオキシプロピレン付加体等
が挙げられる。
【００３２】
次に、本発明の第一実施形態に係る固形洗浄剤の製造方法について説明する。
本発明の第一実施形態に係る固形洗浄剤の製造方法は、水及び洗浄成分を含む水溶液を調
製する調製工程と、上記水溶液を型に充填する充填工程と、上記型と接触していない上記
水溶液の一表面上に、活性塩素剤を分散させる分散工程と、上記活性塩素剤が分散した上
記水溶液を固化させて固形洗浄剤を作製する固化工程とを含むことを特徴とする。
【００３３】
まず、水に洗浄成分及び任意成分を加えた後、３０～９０℃に維持し、攪拌することによ
り、水及び洗浄成分を含む水溶液を調製する。
洗浄成分の投入量は、上記水溶液の全量に対して５０～９５重量％が望ましい。これによ
り、洗浄力が充分に高い固形洗浄剤が得られる。
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洗浄成分の投入量が５０重量％未満であると、洗浄成分の投入量が少なすぎて、得られた
固形洗浄剤の洗浄力が充分でない場合がある。
洗浄成分の投入量が９５重量％を超えると、洗浄成分の投入量が多すぎて、水と充分に混
ざらない場合がある。
【００３４】
次に、上記水溶液を型に充填する。
型は、開口部を有する小分け包装容器であることが望ましい。型が開口部を有する小分け
包装容器であると、得られた固形洗浄剤を詰め替えることなく、そのままカートリッジ型
の固形洗浄剤として使用することができる。
【００３５】
続いて、上記型と接触していない上記水溶液の一表面上に、活性塩素剤を分散させる。
上記型と接触していない上記水溶液の一表面上とは、例えば、図１（ｂ）に示すカートリ
ッジ型の固形洗浄剤の場合、容器１４の開口部１５側に配置された一表面１３上のことを
いう。
【００３６】
上記分散工程は、上記充填工程において型に充填した上記水溶液の一表面の硬度が、直径
８ｃｍの円柱管を１０ｍｍ／ｍｉｎの速さで上記水溶液の表面から３０ｍｍの深さに達す
るまで押し込んだ際の最大荷重が３～３５０Ｎになった際に行うことが望ましい。
上記分散工程を、最大荷重が３～３５０Ｎになった際に行うと、活性塩素剤がほとんど分
解することなく、上記水溶液の一表面上に分散することができる。
最大荷重が３Ｎ未満であると、活性塩素剤が分解される場合がある。
最大荷重が３５０Ｎを超えると、上記水溶液が固化し、活性塩素剤が上記水溶液の一表面
上に固定されにくくなる場合がある。
【００３７】
上記分散工程の後、さらに上記活性塩素剤を上記水溶液に押し付ける押付工程を含むこと
が望ましい。
上記押付工程の方法は特に限定されないが、円柱管の底面等を用いて、０．０７～７．５
Ｎ／ｃｍ２の力で押し付けることが望ましい。
【００３８】
最後に、上記活性塩素剤が分散した上記水溶液を常温で１～２４時間放置して固化させ、
固形洗浄剤を製造する。
【実施例】
【００３９】
以下、本発明をより具体的に説明する実施例を示す。なお、本発明はこれらの実施例のみ
に限定されるものではない。
【００４０】
（実施例１）
水に、洗浄成分として無水メタケイ酸ソーダ４０重量％と、ポリアクリル酸ソーダ５重量
％と、任意成分としてＮＴＡ－３Ｎａ３５重量％と、ポリオキシエチレンポリオキシプロ
ピレンアルキルエーテル３重量％と、芒硝を混合した後、８０℃に加熱して維持し、攪拌
することにより、水と洗浄成分を含む水溶液を調製した。水及び芒硝の配合量は特に限定
されない。
【００４１】
次に、上記工程で調整した水溶液を型に充填し、上記水溶液の温度が３０℃に下がるまで
常温で放置した。上記型としては、開口部を有する小分け包装容器を用いた。
【００４２】
次に、上記水溶液の一表面上に、活性塩素剤として粉末状の塩素化シアヌール酸ソーダ０
．１重量％を分散させた。さらに、円柱管の底面を用いて、上記活性塩素剤を上から７．
５Ｎ／ｃｍ２の力で押し付けた。その後、常温で２０時間放置させることにより、固形洗
浄剤を製造した。
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製造した固形洗浄剤では、活性塩素剤が洗浄成分の一表面上に分散している。
製造した固形洗浄剤に含まれる洗浄成分及び活性塩素剤等の重量（重量％）、並びに、活
性塩素剤が分散された場所を表１に示す。
【００４３】
（実施例２～４）
洗浄成分及び活性塩素剤等の重量（重量％）を表１に記載したように変更した以外は、実
施例１と同様にして固形洗浄剤を製造した。
【００４４】
（比較例１及び２）
８０℃に加熱した水、洗浄成分及び任意成分を含む水溶液を型に充填後、すぐに粉末状の
活性塩素剤を添加し、よく攪拌した。その他の工程は、実施例１と同様にして固形洗浄剤
を製造した。製造した固形洗浄剤では、活性塩素剤が洗浄成分の内部に分散されている。
洗浄成分及び活性塩素剤の重量（重量％）、並びに、活性塩素剤が分散された場所を表１
に示す。
【００４５】
（比較例３及び４）
粉末状の活性塩素剤を型の底部に分散させた後、８０℃に加熱した水、洗浄成分及び任意
成分を含む水溶液を上記型に充填した。その他の工程は、実施例１と同様にして固形洗浄
剤を製造した。製造した固形洗浄剤では、活性塩素剤が洗浄成分の底部に分散されている
。
洗浄成分及び活性塩素剤の重量（重量％）、並びに、活性塩素剤が分散された場所を表１
に示す。
【００４６】
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【表１】

【００４７】
（自動洗浄工程）
各実施例及び各比較例で製造した固形洗浄剤を自動食器洗浄機にセットし、洗浄を行った
。
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自動食器洗浄機としては、三洋電機社製ＤＷ－ＤＲ６２型の自動食器洗浄機を用いて、洗
浄時間を後記するように標準に設定して行った。
自動洗浄工程は、具体的に次のようにして行った。
【００４８】
まず、６０±３℃の洗浄用水を、実施例、比較例等で製造した一の固形洗浄剤に吹き付け
て溶かし、自動食器洗浄機内の水量に対して、洗浄剤の濃度が０．１５重量％の洗浄剤溶
液とした。
【００４９】
次に、洗浄剤溶液の散布による洗浄処理を４０秒間行い、続いて、８０±４℃のすすぎ湯
水を散布することによるすすぎ洗いを５秒間行い、さらにその後２０秒間放置した。これ
らの工程を１回の洗浄工程とした。
【００５０】
（有効塩素濃度の測定）
各実施例及び各比較例で製造した固形洗浄剤を用いて、固形洗浄剤の有効塩素濃度を以下
の方法により測定した。
【００５１】
（１）まず、各実施例及び各比較例で製造した固形洗浄剤を用いて、上記自動洗浄工程に
従って運転を開始した。そして、上記洗浄工程をＮ回（各実施例の場合はＮ＝１，６，１
１，１７，３５、各比較例の場合はＮ＝６，３５）行った後、自動食器洗浄機内の洗浄剤
溶液をそれぞれ採取した。
【００５２】
（２）続いて、上記洗浄剤溶液１００ｇに、ヨウ化カリウム１ｇ、硫酸アルミニウム１３
～１８水和物１ｇを混合した水溶液及び氷酢酸水溶液１０ｍＬを添加して充分に混合する
ことにより混合液を作製した。次に、０．０１Ｍのチオ硫酸ナトリウム水溶液で混合液を
滴定し、褐色が消えて無色になった点を終点とした。その時のチオ硫酸ナトリウム水溶液
の滴下量に基づき、次式（１）によって有効塩素濃度を算出した。算出した有効塩素濃度
を表２に示す。
有効塩素濃度［％］＝チオ硫酸ナトリウム水溶液の滴下量［ｍＬ］×０．３５４６／１０
／洗浄剤溶液の量［ｇ］　　・・・（１）
【００５３】
【表２】

【００５４】
下記の通り、殺菌力を評価した結果を表３に示す。
（殺菌力の評価）
（１）検査菌液の調製
自動食器洗浄機内からスライムを回収し、普通ブイヨン培地で３５℃、２４時間培養した
後、菌数が１０８個／ｍＬになるように調整した。
【００５５】
（２）試験液の調製
まず、各実施例及び各比較例で製造した固形洗浄剤に含まれる洗浄成分と同様の成分から
なる組成物をイオン交換水で希釈して、洗浄成分の濃度が０．１５重量％の水溶液とした
。
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次に、上記水溶液１０ｍＬを６０℃に維持し、各実施例及び各比較例で製造した固形洗浄
剤を用いて洗浄工程を１回行った後の有効塩素濃度と同じ値になるように活性塩素剤を添
加し、よく攪拌した。そして、１０分間静置した後、検査菌液０．１ｍＬを添加すること
により、試験液を調製した。
【００５６】
（３）試験方法
上記試験液を一白金耳とり、還元性物質であるチオ硫酸ナトリウム０．００１％を添加し
たＳＣＤ培地に接種した。ＳＣＤ培地で３５℃、４８時間培養した後、菌の生死を次の３
段階で評価した。
◎：菌が全く検出されなかった
○：菌がほぼ検出されなかった
×：菌が検出された
【００５７】
【表３】

【００５８】
表２の実施例１～４の結果からわかるように、活性塩素剤が洗浄成分の一表面上に分散さ
れた本発明の固形洗浄剤では、洗浄開始直後の有効塩素濃度が高く、さらに、洗浄工程の
回数が増えるにつれて有効塩素濃度が低くなることがわかる。その結果、洗浄開始直後に
発生する塩素臭を、洗浄工程の回数が増えるにつれて低減させることができる。
また、表３の実施例１～４の結果からわかるように、有効塩素濃度が高いほど、殺菌力が
高いことがわかる。つまり、活性塩素剤が洗浄成分の一表面上に分散された本発明の固形
洗浄剤では、洗浄開始直後の殺菌力が高いことがわかる。
【００５９】
これに対して、活性塩素剤が洗浄成分の内部に分散された比較例１及び２、並びに、活性
塩素剤が洗浄成分の底部に分散された比較例３及び４の固形洗浄剤では、表２の結果から
わかるように、有効塩素は検出されなかった。さらに、活性塩素剤が洗浄成分の底部に分
散された比較例３及び４の固形洗浄剤では、固形洗浄剤をほぼ使い切っても有効塩素は検
出されなかった。また、表３の結果からわかるように、有効塩素濃度が０ｐｐｍである場
合は、殺菌力を有さないことがわかる。つまり、活性塩素剤が洗浄成分の内部に分散され
た固形洗浄剤、及び、活性塩素剤が洗浄成分の底部に分散された固形洗浄剤は、殺菌力を
有さないことがわかる。
これは、活性塩素剤が洗浄成分の内部に分散された比較例１及び２の固形洗浄剤では、活
性塩素剤が洗浄成分の内部で分解されたためだと考えられる。また、活性塩素剤が洗浄成
分の底部に分散された比較例３及び４の固形洗浄剤では、活性塩素剤を型の底部に分散さ
せた後、洗浄成分等を含む水溶液を型に投入した際、活性塩素剤が洗浄成分と混ざり合い
、活性塩素剤が分解されたためだと考えられる。
【００６０】
（その他の実施形態）
活性塩素剤を洗浄成分の一表面上に分散させる方法は特に限定されず、水及び洗浄成分を
含む水溶液が固化して固形状の洗浄成分となった後、上記洗浄成分の一表面上にバインダ
ーを塗り、活性塩素剤を分散させてもよい。また、上記洗浄成分の一表面上に芒硝、バイ
ンダーを交互に塗り、バインダーを塗った後に活性塩素剤を分散させてもよい。
バインダーの種類としては、アクリル酸、マレイン酸、又は、スルホン酸のモノポリマー
、これらと共重合可能な単量体から得られるコポリマー、ケイ酸ソーダ溶液等が挙げられ
る。
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【符号の説明】
【００６１】
１０　固形洗浄剤
１１　洗浄成分
１２　活性塩素剤
１３　一表面

【図１】 【図２】

【図３】
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